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１．平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨表示）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年９月中間期 7,649 (0.9) 38 (21.8) 42 (63.0)

平成17年９月中間期 7,580 (4.7) 31 (－) 26 (321.2)

平成18年３月期 20,241 353 321

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭

平成18年９月中間期 22 (△41.3) 5 11 － －

平成17年９月中間期 38 (－) 8 70 － －

平成18年３月期 207 40 99 － －

（注）１．期中平均株式数 平成18年９月中間期 4,444,953株 平成17年９月中間期 4,444,975株 平成18年３月期 4,444,975株

２．会計処理方法の変更 無

３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年９月中間期 12,137 6,144 50.6 1,382 28

平成17年９月中間期 11,074 5,717 51.6 1,286 27

平成18年３月期 11,372 5,966 3.6 1,336 52

（注）１．期末発行済株式数 平成18年９月中間期 4,444,925株 平成17年９月中間期 4,444,975株 平成18年３月期 4,444,975株

２．期末自己株式数 平成18年９月中間期 75株 平成17年９月中間期 25株 平成18年３月期 25株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通期 20,300 360 190

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　42円74銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

平成18年３月期 － 5.0 － 5.0 － 10.0

平成19年３月期（実績） － 5.0 － － －
10.0

平成19年３月期（予想） － － － 5.0 －

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる可能性があります。

－ 1 －



６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

  
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   809,379   502,404   1,267,634  

２　受取手形   164,233   90,491   120,607  

３　売掛金   2,137,944   2,316,027   3,000,641  

４　商品   3,367,395   3,723,134   1,456,652  

５　繰延税金資産   151,009   ―   103,203  

６　その他
※３
※４
※５

 607,110   1,040,586   934,580  

貸倒引当金   △19,057   △9,868   △22,906  

流動資産合計   7,218,016 65.2  7,662,776 63.1  6,860,414 60.3

Ⅱ　固定資産           

１　有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２  1,369,463   1,337,669   1,333,438  

(2) 土地 ※２  934,463   934,611   934,463  

(3) その他   125,242   100,923   110,790  

有形固定資産合計   2,429,168 21.9  2,373,204 19.6  2,378,692 20.9

２　無形固定資産   46,101 0.4  151,366 1.2  117,505 1.1

３　投資その他の資産           

(1) 関係会社株式    ―   699,413   699,413  

(2) その他   1,413,539   1,283,524   1,349,202  

貸倒引当金   △32,300   △32,300   △32,300  

投資その他の
資産合計

  1,381,239 12.5  1,950,637 16.1  2,016,315 17.7

固定資産合計   3,856,509 34.8  4,475,208 36.9  4,512,513 39.7

資産合計   11,074,526 100.0  12,137,985 100.0  11,372,928 100.0
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金   1,367,877   1,341,371   999,100  

２　短期借入金 ※２  2,153,666   1,406,666   756,666  

３　未払費用   246,527   234,776   220,877  

４　未払法人税等   12,418   17,622   67,228  

５　賞与引当金   77,368   94,619   92,036  

６　役員賞与引当金   ―   10,000   ―  

７　繰延税金負債   ―   100,725   ―  

８　その他   160,845   59,130   407,159  

流動負債合計   4,018,703 36.3  3,264,911 26.9  2,543,068 22.3

Ⅱ　固定負債           

１　社債   ―   700,000   700,000  

２　長期借入金 ※２  824,501   1,453,835   1,557,168  

３　退職給付引当金   249,410   252,777   259,897  

４　役員退職慰労引当
金

  97,895   105,250   103,040  

５　その他   166,573   217,067   243,464  

固定負債合計   1,338,381 12.1  2,728,930 22.5  2,863,570 25.2

負債合計   5,357,084 48.4  5,993,842 49.4  5,406,638 47.5
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前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)           

Ⅰ　資本金   852,750 7.7  － －  852,750 7.5

Ⅱ　資本剰余金           

１　資本準備金   802,090   －   802,090  

資本剰余金合計   802,090 7.2  － －  802,090 7.1

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金   213,187   －   213,187  

２　任意積立金   3,616,700   －   3,616,700  

３　中間(当期)未処分
　　利益

  100,411   －   247,218  

利益剰余金合計   3,930,298 35.5  － －  4,077,105 35.8

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

  132,308 1.2  － －  234,350 2.1

Ⅴ　自己株式   △5 △0.0  － －  △5 △0.0

資本合計   5,717,441 51.6  － －  5,966,290 52.5

負債資本合計   11,074,526 100.0  － －  11,372,928 100.0

           
（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

　１　資本金   － －  852,750 7.0  － － 

　２　資本剰余金           

(1) 資本準備金 － 802,090 －  

資本剰余金合計 － － 802,090 6.6 － －

　３　利益剰余金           

(1) 利益準備金 － 213,187 －  

(2) その他利益剰余

金
    

固定資産圧縮積

立金
－ 36,278 －  

別途積立金 － 3,716,700 －  

繰越利益剰余金 － 85,909 －  

利益剰余金合計  － － 4,052,075 33.4 － －

　４　自己株式   － －  △49 △0.0  － －

　　株主資本合計   － －  5,706,866 47.0  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評

価差額金
  － －  195,444 1.6  － －

　２　繰延ヘッジ損益   － －  241,832 2.0  － －

評価・換算差額等合

計
  － －  437,276 3.6  － －

純資産合計   － －  6,144,143 50.6  － －

負債純資産合計   － －  12,137,985 100.0  － －
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(2）中間損益計算書

  
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１  7,580,777 100.0  7,649,070 100.0  20,241,150 100.0

Ⅱ　売上原価   6,174,229 81.4  6,216,934 81.3  16,582,572 81.9

売上総利益   1,406,548 18.5  1,432,136 18.7  3,658,577 18.1

Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

  1,375,117 18.1  1,393,839 18.2  3,304,930 16.3

営業利益   31,430 0.4  38,296 0.5  353,646 1.7

Ⅳ　営業外収益           

１　受取利息  39   406   204   

２　受取配当金  8,865   10,540   10,977   

３　その他  15,167 24,072 0.3 16,930 27,877 0.3 20,505 31,687 0.2

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  20,066   20,667   43,264   

２　商品廃棄損  8,245   2,795   8,245   

３　社債発行費  ―   ―   9,800   

４　その他  1,002 29,314 0.4 12 23,475 0.3 2,972 64,282 0.3

経常利益   26,188 0.3  42,699 0.5  321,051 1.6

Ⅵ　特別利益           

１　固定資産売却益 ※３ 81,241   ―   81,241   

２　為替予約評価益  ― 81,241 1.1 34,450 34,450 0.5 ― 81,241 0.4

Ⅶ　特別損失           

１　固定資産売却損 ※４ 10,778   ―   10,778   

２　固定資産除却損 ※５ 1,480 12,259 0.2 ― ―  1,480 12,259 0.1

税引前中間(当期)
純利益

  95,170 1.3  77,150 1.0  390,033 1.9

法人税、住民税
及び事業税

 10,546   16,641   74,572   

法人税等調整額 ※６ 45,973 56,519 0.8 37,813 54,455 0.7 101,778 182,351 0.9

中間(当期)純利益   38,650 0.5  22,694 0.3  207,681 1.0

前期繰越利益   61,761   ―   61,761  

中間配当額   ―   ―   22,224  

中間(当期)
未処分利益

  100,411   ―   247,218  
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(3）中間株主資本等変動計算書

　当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本(A)

資本金

資本
剰余金

利益剰余金 

 自己株式
株主資本
合計 

資本
準備金

利益 
準備金 

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計 

固定資産

圧縮積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日　　

　　　　残高（千円）
852,750 802,090 213,187 ― 3,616,700 247,218 4,077,105 △5 5,731,939

中間会計期間中の

変動額
         

固定資産圧縮積立金

の積立（注）
   36,278  △36,278    

別途積立金の積立

（注）
    100,000 △100,000    

剰余金の配当（注）      △22,224 △22,224  △22,224

役員賞与（注）      △25,500 △25,500  △25,500

中間純利益      22,694 22,694  22,694

自己株式の取得        △43 △43

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額）

         

中間会計期間中の変動

額の合計（千円)
― ― ― 36,278 100,000 △161,308 △25,029 △43 △25,073

平成18年９月30日　　

　　　　残高（千円）
852,750 802,090 213,187 36,278 3,716,700 85,909 4,052,075 △49 5,706,866

評価・換算差額等(B)
純資産

合計

(A)+(B)

その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算差額

等合計

平成18年３月31日　残高　　（千円） 234,350 ― 234,350 5,966,290

中間会計期間中の変動額     

固定資産圧縮積立金の積立（注）    ―

別途積立金の積立（注）    ―

剰余金の配当（注）    △22,224

役員賞与（注）    △25,500

中間純利益    22,694

自己株式の取得    △43

株主資本以外の項目の中間会計期間中

の変動額（純額）
△38,905 241,832 202,926 202,926

 中間会計期間中の変動額の合計

　　　　　　　　　　　　　（千円)
△38,905 241,832 202,926 177,853

平成18年９月30日　残高　　（千円） 195,444 241,832 437,276 6,144,143

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及び評

価方法

 

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

総平均法による原価法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

 

 

 

②その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法により

算定)

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

 　　　　　(評価差額は、全

　　　　　部純資産直入法に

　　　　　より処理し、売却

　　　　　原価は総平均法に

　　　　　より算定)

②その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は総平均法により

算定)

 

 

時価のないもの

総平均法による原

価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 

 

(2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権(及

び債務)

時価法

(2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権(及

び債務)

同左

(2) デリバティブ取引によ

り生じる正味の債権(及

び債務)

同左

 

 

 

(3) たな卸資産

①商品

　　総平均法による原価法

(3) たな卸資産

同左

 

(3) たな卸資産

同左

 

２　固定資産の減価償却の

方法

 

(1) 有形固定資産

　定率法

なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する

方法と同一の基準に

よっております。

ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)及び高齢者複

合福祉事業に係る建

物附属設備及び構築

物については、定額

法

(1) 有形固定資産

      同左

 

 

(1) 有形固定資産

　　      同左

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産

　　　定額法

なお、耐用年数につ

いては、法人税法に

規定する方法と同一

の基準によっており

ます。ソフトウェア

については社内にお

ける利用可能期間

（５年）に基づく定

額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

 

(2) 無形固定資産

同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

３　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒

損失に備える為、一般

債権については貸倒実

績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 

 

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備える為、当中間会計

期間に負担すべき支給

見込額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備える為、当期に負担

すべき支給見込額を計

上しております。

 

 

(3)         ―

 

(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備

え、当事業年度におけ

る支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上

しております。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より、

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準第４号平成17年11月

29日）を適用しており

ます。これにより営業

利益、経常利益、税引

前中間純利益は、それ

ぞれ10,000千円減少し

ております。

(3)         ―
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

 

 

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

える為、当中間会計期

間末における退職給付

債務の見込額及び年金

資産額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます(但し、当中間会計

期間末の企業年金制度

については、年金資産

額が退職給付債務の見

込額を超えるため、前

払年金費用を計上して

おります)。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

える為、当期末におけ

る退職給付債務の見込

額及び年金資産額に基

づき、当期末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます(但し、当期末の企

業年金制度については、

年金資産額が退職給付

債務の見込額を超える

ため、前払年金費用を

計上しております)。

 

 

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

払に備える為、内規に

基づく中間会計期間末

要支給額を計上してお

ります。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

払に備える為、内規に

基づく期末要支給額を

計上しております。

４　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンスリース取引に

ついては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法

 

イ　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

なお、特例処理の要件

を満たしている金利ス

ワップについては特例

処理によっております。

イ　ヘッジ会計の方法

同左

イ　ヘッジ会計の方法

同左

 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対

象

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  
外貨建の

予定取引

通貨

オプション
 〃

通貨

スワップ
 〃

金利

スワップ
 
借入の

金利支払

同左 同左
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

 

 

ハ　ヘッジ方針

為替相場変動に伴うリ

スク及び金利相場変動

に伴うリスクの軽減を

目的に、将来の輸入見

込額等を考慮して行っ

ており、投機的な取引

は行っておりません。

ハ　ヘッジ方針

同左

ハ　ヘッジ方針

同左

 

 

ニ　ヘッジ有効性評価の方

法

ヘッジ対象の為替リス

クが減殺されているか

どうかを検証すること

により、ヘッジの有効

性を評価しております。

なお、金利スワップに

ついては、特例処理の

要件を満たしているた

め有効性の判定を省略

しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方

法

ヘッジ開始時から有効

性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象

とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎に

して判断しておりま

す。

なお、金利スワップに

ついては、特例処理の

要件を満たしているた

め有効性の判定を省略

しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方

法

ヘッジ対象の為替リス

クが減殺されているか

どうかを検証すること

により、ヘッジの有効

性を評価しております。

なお、金利スワップに

ついては、特例処理の

要件を満たしているた

め有効性の判定を省略

しております。

６　その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、

税抜き方式によってお

ります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基

準適用指針第6号）を適用しておりま

す。

　これによる損益に与える影響はあり

ません。

―

 

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会

計基準適用指針第6号）を適用してお

ります。

 これによる損益に与える影響はありま

せん。

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 ―

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は5,902,310千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 ―

表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

― （中間貸借対照表）

 「関係会社株式」は、前中間期まで、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間期

末において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記

しました。

 　なお、前中間期末の「関係会社株式」の金額は200,000

千円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,164,735千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,268,962千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,217,604千円

※２　担保資産及び担保付債務

イ　担保差入資産

※２　担保資産及び担保付債務

イ　担保差入資産

※２　担保資産及び担保付債務

イ　担保差入資産

建物 1,286,549千円

土地 808,466千円

建物 1,220,803千円

土地 808,466千円

建物 1,253,354千円

土地 808,466千円

ロ　債務の内容 ロ　債務の内容 ロ　債務の内容

短期借入金 2,078,666千円

長期借入金 824,501千円

短期借入金 1,278,666千円

長期借入金 745,835千円

短期借入金 603,666千円

長期借入金 785,168千円

※３　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産のその

他に含めて表示しております。

※３　消費税等の取扱い

同左

※３　 　      ―

 

※４　ヘッジ手段に係わる損益又は評

価差額は、純額で計上しており

流動資産の「その他」に含めて

おります。なお、相殺前の繰延

ヘッジ損失の総額は234,776千

円、繰延ヘッジ利益の総額は

140,839千円であります。

※４　　 　      ― ※４　ヘッジ手段に係わる損益又は評

価差額は、純額で計上しており

流動資産の「その他」に含めて

おります。なお、相殺前の繰延

ヘッジ損失の総額は　　　

85,178千円、繰延ヘッジ利益の

総額は292,285千円であります。

※５　手形債権流動化による受取手形

譲渡代金122,258千円が流動資

産の「その他」に含まれており

ます。

※５　手形債権流動化による受取手形

譲渡代金74,901千円が流動資産

の「その他」に含まれておりま

す。

※５　手形債権流動化による受取手形

譲渡代金264,952千円が流動資

産の「その他」に含まれており

ます。

　６　手形債権流動化による譲渡高

395,421千円

　６　手形債権流動化による譲渡高

227,870千円

　６　手形債権流動化による譲渡高

810,721千円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　当社の売上高は、上半期に比べ

下半期の売上が多いため、上半

期と下半期の業績に季節的変動

があります。

※１　　　　　同左 ※１　　　　    ―

　２　減価償却実施額

有形固定資産

46,162千円

無形固定資産

3,815千円

　２　減価償却実施額

有形固定資産

51,751千円

無形固定資産

7,347千円

　２　減価償却実施額

有形固定資産

102,812千円

無形固定資産

11,161千円

※３　有形固定資産売却益の内訳 ※３　 ※３　有形固定資産売却益の内訳

土地 81,241千円 ― 土地 81,241千円

※４　有形固定資産売却損の内訳 ※４　 ※４　有形固定資産売却損の内訳

建物 6,401千円

土地 4,246千円

その他 131千円

計 10,778千円

― 建物 6,401千円

土地 4,246千円

その他 131千円

計 10,778千円

※５　有形固定資産除却損の内訳 ※５　 ※５　有形固定資産除却損の内訳

その他 1,480千円 ― その他 1,480千円

※６　当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮積立金の計上を前提と

して当中間会計期間に係る金額

を計算しております。

※６　当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮積立金

の取崩を前提として当中間会計

期間に係る金額を計算しており

ます。

※６　　        ―

（中間株主資本変動計算書関係）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

 当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

 
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

　　株式数（株）

当中間会計期間減少

　　株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 普通株式　（注） 25 50 ― 75

 　　　　合計 25 50 ― 75

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加50株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

有形
固定資産
(その他)

298,559 105,496 193,062

無形
固定資産

39,307 20,546 18,760

合計 337,866 126,043 211,823

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

有形
固定資産
(その他)

413,734 210,957 201,353

無形
固定資産

39,307 28,100 11,206

合計 453,041 239,058 212,559

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

有形
固定資産
(その他)

405,078 155,719 249,359

無形
固定資産

39,307 24,477 14,829

合計 444,385 180,196 264,188

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

同左 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 88,506千円

１年超 123,316千円

合計 211,823千円

１年以内 113,265千円

１年超 99,294千円

合計 212,559千円

１年以内 128,704千円

１年超 135,483千円

合計 264,188千円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占めるその割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

しております。

同左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 40,715千円

減価償却費

相当額
40,715千円

支払リース料 59,159千円

減価償却費

相当額
59,159千円

支払リース料 94,796千円

減価償却費

相当額
94,796千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零（残価保証の取り決

めがある場合は残価保証額）と

する定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零（残価保証の取り決

めがある場合は残価保証額）と

する定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価格を零とする定額法によっ

ております。
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②　有価証券

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

※「１株当たり情報」については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しているため、記載を省略してお

ります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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